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産業革命になぞられて「IT1)革命」といわれていた．21 世紀初頭のアメリカで起こった IT バブルの発生
と崩壊という事実も記憶に新しい．このようにイノベーションが社会に浸透する過程において大きな景
気の波が生まれ，景気変動（business cycle）をもたらす． 














先行した ICT サービスには，教育分野での e ラーニングがある． 
ICT の普及に伴い，アメリカで実践されていた遠隔授業やフルオンライン講義といった e ラーニング
への期待が高まった．しかし，現在のアメリカにおける e ラーニングの活用状況と比較すれば，日本の
それはかなり後塵を拝している．また，企業内教育や予備校・学習塾による e ラーニングに比べても，
日本の高等教育機関での e ラーニングは期待されたほど成果が上がっていない． 
大学の研究者にとって e ラーニングは研究対象であり，実践的な側面が後回しとなったように思える．
                                                        
1 情報通信技術の表記は基本的に ICT（Information and Communication Technology）とする．ただし，
通称で使われる「IT 革命」「IT バブル」「IT 戦略本部」などは IT を用いる． 
2 「第 2 章 経済発展の根本現象」にある「鉄道を建設したものは一般に駅馬車の持ち主ではなかっ
た」より． 
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例えば，優れた研究者が LMS（Learning Management System3)，学習管理システム）を開発したり，必
要なモジュールの作成やカスタマイズを試みたり，と教育現場に最新のプラットフォームを提案してい
る．プロトタイプの LMS が試験的に運用され，限定されたユーザ内での検証作業にとどまっている．ま
た，大学へ LMS を導入する時点での見込み違いもある．これは，ベンダ側による提案から LMS を導
入したものの十分に活用されていないケースである．LMS は，大学の情報設備やサポート体制を含む
トータルな情報環境をもって，はじめて潜在的な性能を発揮するという点が見落とされている．このよう


















労働力市場の変化と教育の質保証について言及する．続く第 3 章では，ICT によるプロセス改善とし
て，企業や行政の取り組み姿勢を概観することから，教育サービスの状況を相対的な位置で捉える．
第 4 章では，高等教育機関におけるインターネットを利用した教育方法の変遷に注目して，15 年余り
                                                        
3 LMS を CMS（Course Management System）と表現する場合もあるが，本稿では LMS を用いる． 
4 政府からの高等教育機関向け補助金事業として，1990 年代には情報環境の整備に関する内容が
多く見られた．また，現代 GP には ICT の分野があり，この資金で運用できた取り組みもある． 
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を振り返る．日本での情報化の流れを踏まえながら 3 つの時代区分を定義し，新たなツールがどのよう
































って，ベビーブームが到来すれば拡大し，少子化時代では縮小する．図 2-1 は 1960 年からの 18 歳人
口の推移を示している．「団塊の世代」が大学へ入学する直前には，250 万人もの 18 歳がいたのが，
2010 年代ではピーク時の半分以下の 120 万人程度までに減少している． 
                                                        
5 18 歳人口に依存しない部分には，海外からの留学生や社会人（学び直しのニーズを含む），退職
者（生涯教育）などがある． 
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図 2-1 18 歳人口の推移6) 
 
一方，大学の数は図 2-2 のように増加を続けている．文部科学省の「学校基本調査」によれば，
2012 年現在で 780 校（国立 86，公立 95，私立 599）がある．戦後には 200 校ほどであったが，1960
年代に18歳人口が戦後最多数を迎えるとともに多くの大学が新設されたことがグラフから窺える．その
後，大学数は 20 年あまり緩やかな増加が続いた．第 2 次ベビーブーマーが高校を卒業する時期とな
る 1990 年からの 3 年間は 18 歳人口が 200 万人台を回復した（図 2-1）．これに呼応するように進学先
の 4 年制大学は 1992 年に総計 523 校まで増加した．それ以外の進路としては専門学校や短期大学
があり，これらが多くの入学生を集めていた．以降，18 歳人口は減少に転じるが，短期大学が 4 年制
大学へ移行するなどして大学は 257 校あまり増加した．このように 18 歳人口という市場規模が縮小す






                                                        




















                                                        
8 データ出所：文部科学省「学校基本調査（平成 23 年度）」． 
9 2002 年のいわゆる「遠山プラン」をもとに「21 世紀 COE プログラム」が開始された．研究拠点（Center 
Of Excellence）としてトップ 30 を選ぶというものであった．また，教育では GP（Good Practice）が翌年か
らスタートし，現代 GP など次々と創設された．ただし，絹川・小笠原（2011）では，GP は競争的補助金
ではないとしている． 





























                                                        
10 この資格として国際バカロレア（International Baccalaureate）があり，日本でも教育課程を設置し，
認定を受けるの高等学校が増加している． 




文部科学省の学校基本調査によれば，2011 年（5 月 1 日時点）で過去最高の 289 万 3,434 人であっ
た．  
 












                                                        
11 データ出所：文部科学省「学校基本調査（平成 23 年度）」． 
















































図 2-4 学系による大学生の割合12) 
 
 
                                                        


































を超えたのは 2010 年から 3 年連続である．文部科学省の「学校基本調査」によれば， 2012 年春に大
学を卒業した学生のうち就職も進学もしなかった人は 86,566 人で，そのうち進学準備中の者は 3,613
人，就職準備中の者13)は 49,398 人，その他が 33,555 人である．すなわち，新卒でニート（NEET）にな
っている者が 3 万人以上もいるという状況14)である．これを割合で示したのが次のグラフである． 
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の教育プロセスを 3 区分して捉えたい．現在，文部科学省から大学へ学生教育に臨む 3 つのポリシー
を明示することが求められている．入学時点での Admission Policy（AP），大学ならびに各学部での教














                                                        
17 これらの学問も仕事で役立つことは多いにも関わらず，その効果がわかりづらいという点が課題で
ある．また，近年は就職に有利とみなされる学部が多くの受験生を集める傾向がある． 
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基準で調査している．初等中等教育では，毎年のように PISA（Programme for International Student 
Assessment, 生徒の学習到達度調査）が実施されている．また，大学版 PISA として AHELO
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第３章 ICT によるプロセスの改善 
 
























数多ある EC サイトの中でも，Amazon で利用されている評価方法は注目すべき特徴を持つ．まず，
カスタマーレビューでは，商品リストに商品の基本情報に加えて，ユーザによる商品レビュー（投稿）を
掲載している．ネットでの閲覧者は実際に商品を手にとって確認することができず，店員への質問も気
                                                        
18 Anderson（2006）では，後置フィルタ（post filter）と呼んでいる． 


























facebook の like!（いいね！）ボダンや Google+の+1 ボタンも同様である．ユーザの能動的なクリックや
閲覧した経緯といったユーザ行動から選好を顕示することができる．すべてのユーザの行動データが
得られなくとも，一部のデータから全体の選好の傾向は表れてくる19)．その意味で，より多くのユーザ
                                                        
19 回答データが少ない場合，結果が安定せず信頼性に乏しくなるというコールドスタート（cold start）
問題が生ずる．しかし，ユーザの回答数が増えることでこの問題は解決する． 
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Web による方法だけでなく，携帯電話や非接触 IC カードを使ったケースでも成功している．例えば，
鉄道会社は RFID を導入することから，乗車券の IC カード化だけでなく，顧客情報を扱うことで多様な
サービスを実現している．利用実績にもとづいてポイントを付与し，運賃割引を実施する．このように
ICT とインセンティブをうまく活用することで顧客サービスにつなげている（柳川・児島（2008））．さらに，
                                                        
20 ただし，いまだに発展途上である．例えば，2011 年に露呈した Sony ネットワークへのハッキングや，
みずほ銀行のオンラインシステムが数日にわたりダウンした事件など，ネットワークの脆弱性に関する
事件や事故は枚挙にいとまがない． 
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カードの相互利用やポイント交換によって，企業グループ同士の連携を強め，顧客の囲い込みを推進
している．このように鉄道などの公益事業者でも ICT 活用から得られる顧客情報を利用した CRM








 (i) 世界最高水準の高度情報通信ネットワークの形成  
 (ii) 教育及び学習の振興並びに人材の育成 
 (iii) 電子商取引等の促進 
 (iv) 行政の情報化及び公共分野における情報通信技術の活用の推進 
 (v) 高度情報通信ネットワークの安全性及び信頼性の確保 
 
e-Japan 戦略の推進にあたっては，PDCA サイクルから目標の早期実現を目指した．例えば，追加
的措置として 2002e-Japan プログラム，e-Japan 戦略Ⅱや加速化パッケージなどが次々に打ち出された．




ひとつの例として電子申請の状況を取り上げる．2009 年 10 月の会計検査院の報告では，「利用が
低調な電子申請等関係システムについて，費用対効果を踏まえた措置を執るべきである」（引用）との
見解が示された．会計検査院は利用率が 0 から数パーセントであった 10 府省庁の 12 システムをリスト
アップし，118 億円以上の開発・運用経費のムダを指摘している．指摘されたリストに，国税庁の国税
電子申告・納税システム（e-Tax）は含まれていない．一般利用者からの視点では，あまり活用されてい
ない感のある e-Tax であるが，それでも電子申請率は 32.9％（平成 20 年度）となっている．これを考え
れば，対象となったシステムはいかに使われていなかったが推察できる．当然，このような中央官庁で
利用されない申請システムは見直しが求められるが，その要因分析も必要であろう．最も大きな要因と
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見を Web などから迅速に汲み上げて市政に反映させるパブリックコメントも実施された． 
























3.3 教育サービスと ICT 利用 
 
前の 2 節では，ビジネスと公的部門でのサービス改善に向けての ICT 活用を概観した．本節では，
教育サービスとの関わりを取り上げる． 
宇沢（1998）によれば，社会的共通資本（social common capital）の制度資本として，医療・金融・司












ICT の支援が期待されるが，ICT スキルの向上は基本的に個人に任されている状況である． 
では，ICT による効果的な学習についてはどうであろうか．前述した e-Japan 戦略にある重点項目の
2 番目に「教育及び学習の振興並びに人材の育成」が挙げられている．インターネットの普及を背景と
して，学校教育でも情報教育が導入された．そのために教科目が設置され，2002 年には中学で，









生徒の割合は日本が最も低い．具体的には，国語が OECD の平均 26.0%に対して日本は 1.0%，数
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験科目でないので軽視されがち24)である．また，教員の業務が拡大しており，授業に ICT を活用する
という新たな試みに対して十分な準備時間をかけられないことも挙げられよう． 





では理解が難しい理論や現象を図・アニメーション・映像などて提示」が 60.5％25)と，これら 3 項目が突
出している．このデータから，大学では ICT 活用が進んでいるようにも見えるが，上述のアンケートでは
未回答が 2/3 であることを考えれば，教員の半数以上は ICT を使わず，昔ながらの手法で実施してい
ることが読み取れる．すなわち，教育現場ではいまだに「チョークと黒板」の授業が主流となっている．











の成績を Web で確認できる機能を含むものもある．さらに，卒業要件の判定や GPA（Grade Point 
Average）も扱うシステムもある．教務以外にも教育の周辺には，インターンシップなどのキャリア教育，
海外留学，単位互換，図書館などの情報がある．大学生活に関連する全ての項目を扱うとすれば巨




25 いずれもアンケート回答者（20,543 名）の中での割合であり，対象者 62,055 名の内，33.2％が回答
している． 
26 最近では，非接触型 IC が付いている学生証が普及しているので，これを利用して出席データを管
理する事例も多く見られる． 

















LMS 製品を提供し，大手ではアメリカの Blackboard やカナダの WebCT などが日本の大学へ導入さ
れた．しかし，現場の全教員が情報システムを利用して，投資に見合った効果が得られたという話は
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第４章 インターネットを利用したｅラーニングの変遷 
 





は明らかであるが，教員の有志らによる DIY（Do It Yourself）的な取り組みが今日まで連綿として続い
ていることは注目に値する． 
e ラーニングが扱う範囲は，CD などの記憶メディアを利用したスタンドアロンでの形式から CAI
（Computer Aided Instruction）や近年ではインターネットや携帯電話・スマートフォンなどを使った事例
など広範にわたる．本章では，e ラーニングの中でもインターネットを活用した方法に焦点をあてる．特
に，ネットを利用した DIY 的 e ラーニングが，現在までどのように継続されてきたのかを概観する．これ
は，高等教育機関でインターネットが導入された時期から今日までを振り返ることでもある． 
理解を容易にするため，1995 年から 2009 年までの 15 年間を 5 年ごと３つの局面に分けて考えて
みたい．まず，第 1 期（1995 年～1999 年）をプログラミング志向と定義し，続く 5 年間を第 2 期（2000
年～2004 年）としてシステム志向と呼ぶこととする．そして，最後の第 3 期（2005 年～2009 年）をサービ
ス志向として捉える． 
Tim Berners-Lee 氏により Web での情報管理方法が提案27)されて，20 年以上が経過した．WWW
（World Wide Web）がインターネットのベースとなって，アクセシビリティが向上し，多くの人が参加でき
る環境が整備された．e ラーニングの発展を概観するには，Web 技術の進展とその普及プロセスにも





（late majority），ラガード（laggard）の分類を用いる．（図 4-1 参照） 
 
                                                        
27 Berners-Lee (1989). Information Management: A Proposal 
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そのニーズに応えるかのように，クライアント向けの Web ページ作成ソフト（IBM ホームページビルダー
など）が市販された．これらは一連の作業をある程度軽減するのに役立ったが，多くの個人が持続的
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インタラクティブな機能を付与するには，JavaScript や CGI（Common Gateway Interface）などが用い
られた．JavaScript はサーバへの負荷を減らすために活用したり，簡単なプログラミング学習として利
用された．また，C 言語や Perl などで CGI からネット掲示板を作成すれば，学習者同士の意見交換が
可能になった．このようなツールを駆使して，学生とのコミュニケーションの場をネット上に構築し，ディ
ベートやアンケートが試みられた．そのような意味で DIY 的プログラミングといえる． 











激化した．その一例として，ブラウザ市場を巡って Netscape Navigator と Internet Explorer の争いがあ
る．当時，ソフトの無料配付という新手法で市場シェアのほとんどを占めていた Netscape Navigator で





余剰がもたらされた．競争の結末としてデファクトスタンダートという名の下に Wintel（Windows と Intel）
へ集約され，競合他社が排除されてしまう構図が生まれた．パソコン市場では標準化された基本ソフト
が利用され，アプリケーションソフトにおいても文書作成ソフトや表計算ソフトの市場シェアの争奪30)が
                                                        
28 Intel 社の創設者の一人である Gordon Moore 氏が提唱した「半導体の集積密度は 18～24 ヶ月で
倍増する」という経験則である． 
29 詳細な経緯については，Clark and Edwards（1999）参照． 
30 市場シェア首位が，日本語ワープロとしてジャストシステム社の一太郎が Word へ，表計算ソフトで
は Lotus 社の 123 が Excel へと代わった事例がある． 











 このように振り返ると，第 1 期は個人が目的に応じてプログラムを作成・利用した時代であった．パソ
コンでマルチタスクが可能といっても，必要なソフトをパソコンにインストールし，目的に応じて起動させ
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ADSL が席巻する．それ以前は，ケーブルテレビの ISP が費用対効果の面では最も効率が良かった．









が 1999 年に i モードサービスを開始した．モバイルインターネットは，若者を中心としてその利用方法
や範囲を広げていき，世界の中でも独特な進化を遂げてゆく．こうしてインターネットを利用するユー
ザは増加の一途をたどった． 














ある．ネットワーク OS として Linux が急速に広がり，Apache や MySQL や PHP などのオープンソース
ツールを利用したサーバが導入されるようになった．LAMP（Linux，Apache，MySQL，PHP）に代表さ
れるオープンソースの活用事例が，中小企業でも少ない投資で情報システムが構築できる環境をもた
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大学として LMS の導入とその利用が進むと学生側にメリットは大きい．個別教員による DIY 的利用

































ムに精通した CIO の不在とともに以下のような問題が存在する． 
まず，LMS の運用コスト（TCO，Total Cost of Ownership）である．たしかにオープンソースの流れを
受けて，システム構築の費用は格安になった．しかし，運用後に生ずる保守作業やカスタマイズ・シス
テム更新などにコストが発生する．特に，大学の場合には数年ごとに情報システムのリプレースが実施





                                                        
32 活用水準の目安としては，学生一人が授業日に一回アクセスするという前提で考える．例えば，年
間の授業が 32 週で，１週あたり 5 日間とすれば，学生一人あたり年間平均 160 ログインあれば，全学
に浸透したと判断して良いと思われる． 
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このように振り返れば，第２期では教員の中でもイノベータだけでなく，アーリーアダプタが授業現場


























                                                        
33 iPod や iPhone などでのウィジット（Widget）により，最近では Web に依存しないアクセス方法も増え
ている．脱 Web の傾向が見られる． 















Amazon のユーザの利便性を高めている．その他にも無料電話の Skype ではユーザから評価をもらい
品質向上に努めている．Wiki というシステムを利用した Wikipedia も多くのユーザからの知恵を集めた
サービスに他ならない． 
SNS のようなサービス志向的な Web2.0 的ツールは数多く利用されている．まず，アメリカでの
MySpace，日本では mixi によって SNS に注目が集まった．今では世界中で facebook が流行する一
方で，日本では携帯向けの GREE やモバゲーなどが利用されている．モバイル端末からのアクセスと
いえば，ミニ Blog の Twitter はいつでもどこでも手軽にコミュニケーションできることから，急速にそのユ







                                                        
34 情報教育を実施する際，従来は得意と苦手の 2 元であったのが，授業科目に加わったことで，好
き・嫌いという座標軸が追加され，4 元化してしまった．特に，苦手で嫌いという学生のフォローアップ
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3G 携帯電話などの高機能モバイル端末を所有し，いつでもどこでもデータの送受信が可能である．ま




ろうか．実際の講義を収録したビデオは YouTube や iTunes で配信ができる．公開された大学の教育コ


















Moodle は 1999 年に開発されて以来，ライセンスフリーということもあって利用者を増やしている．個
人ベースでの運用から組織として導入するケースなどさまざまである．教員個人で運用できる点を考え
ると，Moodle もまた DIY 的サービスであるといえるかも知れない．その他，実践的な LMS として Sakai
などのオープンソースを利用する組織もある．これらは，管理者やユーザが自由にカスタマイズできる
という拡張性があり，アーリーアダプタまでのハイエンドユーザには難しくない．しかし，一般的な教職
                                                                                                                                                                        
は難しくなっている． 
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のデータから生まれるサービスである．このように多くの学生が日頃から活用することこそが，Web2.0
的な e ラーニングの実践形態であると思われる． 
教材コンテンツに関しては，第２期までは教員個人でデジタル教材が十分に作成できた．Web での

























                                                        
35 フルオンラインでは，講義内容および学習到達度などの質保証がより厳しく求められるので，本格
的な実施に躊躇する機関が多い． 
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つつある．このように日本においても e ラーニングが普及する基盤が徐々に確立しつつある．けれども，
授業での積極的な展開にはつながらない．「黒板とチョーク」に代表されるこれまでの対面授業の中で，





図 4-1 e ラーニングの普及36) 
 
 
4.5 15 年間のまとめと次世代への展望 
 
インターネットを活用した e ラーニング，特に DIY 的 e ラーニングの変遷を概観した．第１期から第３







                                                        
36 Rogers（1962）の第 5 章より引用，e ラーニングの普及として加筆． 
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表 4-1 15 年間のまとめ37) 
時代 プログラム システム サービス 




























テキスト 画像・音声 動画 
（iTunesU，YouTtube） 
モバイル 



















































                                                        
37 児島（2011a）p.87 より引用，加筆． 
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まず a）として，第 4 章で扱った 15 年間では世代交代がある．教員スタッフは定年による退職と補充
としての新規採用により，時間の経過とともに一般に大学組織の若返りが進行している．新たに加わっ
た若年の研究者の方が，平均的に見て ICT に慣れている．このような組織の新陳代謝は，総じて組織
の ICT 活用水準を向上させる．これまでに導入されている ICT ツールを活用さえすれば，日常業務の
効率が向上することは企業の例を見るまでもなく，おおよそ皆が認知しているところである．私立大学
情報教育協会による「私立大学教員の授業改善白書（平成 22 年度の調査結果）」によれば，授業に
ICT を利用している教員数は 3 年前よりも 20.1%増加している．このような傾向は，今後続くであろうと
見込まれる． 
次に b）として，近年では文部科学省から高等教育機関に対して，授業改善が強く求められるように
なっている．大学の教育力を向上させる方策のひとつとして FD がある．2008 年度から学士課程教育
で教員に FD が義務づけられたのはひとつの例である．FD 活動として授業内容の透明性や公開性が
要求されているが，これは ICT の強みとするところなので，ICT 利用を促進する上では追い風となる． 
そして c）のネットジェネレーションである．大学に入学する学生はネットジェネレーションへ移行して
おり，新たな ICT ツールへの順応性が高い．日本の大学生の多くは，SNS などのツールで情報交換を
はかっている．ネットの中でも交流することから SNS が学生生活の一部38)になっており，これまでと違っ
た大学生であり，e ラーニングでも新たな展開が期待できる． 










                                                        
38 東京広告協会が実施した「大学生の『ソーシャル・ネットワーキング・サービス』に関する意識調査」
（2010）によれば，SNS を利用している人は 7 割を超え，なかでも mixi は 96.6％と圧倒的である．調査
では，普段よく会う仲間内とのコミュニケーション手段として SNS を活用しており，大学生に極めて親和
性が高いと結論づけている． 
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最後に，次世代の展望として今後の DIY 的 e ラーニングの展開はどのようになるかを簡単に考察す
る．第 3 期以降における注目すべき変化は，スマートフォンの一般化とタブレット端末の普及である．ス
マートフォンは 2007 年に Apple が iPhone を発売して以来，市場規模を拡大し続けてきた．その後，
他の主要メーカーがこぞってスマートフォン市場へ参入した．日本では 2010 年がスマートフォン元年と








                                                        
39 LTE は Long Term Evolution の略．第 4 世代通信規格の 4G と宣伝されているが，正確には 3.9 世
代である． 
 - 46 -




e ラーニングの目的は，ICT を活用して教育学習プロセスを改善することである．また，ICT の活用で
は，受講生の興味関心や理解度が高まるような効果を期待している．ICT による授業改善の具体的事







































う点で ICT は強みがある．ICT ツールならば授業内容の一部，あるいはすべてを公開（記録）すること
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図 5-1 授業評価アンケート結果（例）40) 
 
さらに受講者数を十分に斟酌した理解度調査になっていないという問題点も指摘される．例えば，
受講者数が 200 名を超える授業と 10 名程度の少人数の授業では，学生の理解度に差異が生じやす
い．アンケート結果を相対的に評価すれば，少人数の授業に比べて大教室での講義は悪くなりがち
である．これを同じものとみなして比較することは避けるべきである．加えて，授業時間内にアンケート
                                                        
40 児島（2008b）p.77 より引用． 















スを逐次改善する方法である．これは ICT による教育プロセスの PDCA サイクルである．すなわち，授
業計画（P）をシラバスに入力し，実際の授業を行う（D）．ここで得られたデータから授業を振り返り（C），
当初のシラバスを修正し，次回の授業で実施（A）する． 
名古屋学院大学では CCS（Campus Communication System41））を開発・運用しており，この中に簡









                                                        
41 2012 年の CCS のバージョンアップにともない Campus Communication Service へ改称した． 
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数もそれほど多くなく minute paper としての機能であるから，受講生にとってはレポートを作成するほど




                                                        
42 児島（2008b）p.78 より引用． 
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図 5-3 授業アンケートの回答一覧（教員画面）43) 
 








図 5-4 電子アナライザの回答結果（例）45) 
 
実際にネットワークを利用した授業形態であれば，ARS 機能を使ってクラス全体の理解度の結果を即
                                                        




45 児島（2008b）p.79 より引用． 






















                                                        








48 児島（2008b）p.79 より引用． 
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49 児島（2008b）p.79 より引用． 
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図 5-7 理解度の回答と得点の相関50) 
 
上述の実践から次のような課題が得られた．まず，教員ユーザが「便利で」「使える」と実感するよう






図 5-8 講義テーマと理解度（イメージ）51) 
                                                        
50 児島（2008b）p.80 より引用，修正． 
51 児島（2008b）p.81 より引用． 
















は 15 分程度といわれる．90 分の座学形式は，学生にとって効果的な学習環境とはいえない．そこで，






ち込んだ授業へと変更した．経済学部の「現代経済学」の履修者は 2 年生以上の 156 名である．学生
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表 5-1 進行スケジュールと取得データ52) 


































○今回の CCS 小テスト（開始・終了） 
○CCS 授業アンケート課題オープン 
○CCS 電子アナライザオープン 
CCS 小テスト②（受験：5 分） 
CCS 授業アンケート課題作成・提出 
CCS 電子アナライザ（理解度）提出 
○：教員の ICT 処理，●：口頭による指導，下線：ICT からの学生参加 
 
ノートパソコンを授業中に活用すれば，履修者のアクションからさまざまな学習ログの入手が可能で







た 10 題を CCS にアップし，予習教材として学生に授業開始前に解かせる．授業をはじめる前に，講義
テーマと今回の課題の説明をする．事前に「授業アンケート」課題を示しておくことで，学生はメインテ
ーマに気を配りながら授業に臨むことができる．そして，授業終了時には，理解度の確認として自学自
習を元にした「小テスト」を実施する．併せて，5.3 で示した CCS の電子アナライザによる授業理解度を
調査する． 
                                                        
52 児島（2008c）p.173 より引用． 
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53 児島（2008c）p.174 より引用． 
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表 5-2 取得データ一覧55) 
CCS の機能 実施回数 総計 
授業アンケート 14 1,368 
小テスト 25 2,569 
電子アナライザ 12 751 
出席（IC 学生証） 14 1,325 
出席（on line） 13 1,260 
自学自習 150 問 12,590 
＊自学自習は総アクセス数 
 
                                                        
54 データは児島（2008c）p.174 より引用．受験者：119 名，平均点：46.9 点（58.6％），標準偏差：16.5
である． 




















5 10 15 20 25 30 35 40 45 50 55 60 65 70 75 80 点数
人数
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表 5-3 自学自習関連データ内訳56) 
範囲 受験者 全問制覇 アクセス 
2 139 123 1,541 
3 130 124 1,472 
4 129 124 976 
5 131 127 931 
6 131 123 875 
7 128 112 1,019 
8 124 117 888 
9 121 115 685 
10 122 113 697 
11 123 115 611 
12 122 113 591 
13 118 110 505 
為替 106 100 425 
株価 105 100 890 
財政 110 93 484 
 
 
図 5-11 出席状況の推移57) 
 
                                                        
56 児島（2008c）p.175 より引用． 
57 児島（2008c）p.175 より引用． 
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Kvavik（2006）での LMS 利用における学生評価の結果との類似性が見られた（図 5-13）．これだけで
判断するのは性急であるが，対面のみでの授業にはない満足感を学習者に与えるのかも知れない． 
 
                                                        
58 児島（2008c）p.175 より引用． 













1 2 3 4 5
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5.4 ICT 活用の有効性と DIY での限界 
 










         






た」「わかった」「わかりにくかった」「わからなかった」という 4 択で，集計結果は図 5-15 のように履修者
全体の割合として棒グラフに示される．  
 
                                                        
61 クリッカーアプリに関しては，児島・三輪（2012）を参照． 
62 児島・三輪（2012）p.356 より引用． 
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PC エンハンストな授業形態63)はプロセスを重視したネット世代に向けた e ラーニングの一形態となる． 
 
 




                                                        
63 対面教育と e ラーニングをブレンドした授業形態のすべてをブレンデッド・ラーニングと呼んでいる
事例が頻繁に見られる．しかし，本論文ではブレンド型の定義は Picciano and Dziuban（2007）に従う．
そこで，対面講義にパソコンや ICT 機器を導入した方法は PC エンハンスト（enhanced）と別称する． 
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仕様になった．併せて，毎回の授業への参加データ（出席カード，MinutePaper）とともに示されるので，
使い勝手は大きく向上している． 
以上の 2 事例に共通するのは，これまで明らかにしづらいかった教育プロセスの透明性を ICT によ
って高めたことにある．Web を用いて学生に授業参加を促し，学生の回答データを可視化することで
授業改善の指針とする．たしかに，上記のような ICT 活用によって個別の授業の改善効果は得られる．


















が共有されれば学修 e ポートフォリオになり得る．そのためには組織的に LMS を活用し，授業時間内
外での学生のインタラクションを継続すれば，自ずとデータが蓄積される． 
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第６章 組織でのｅラーニング活用 
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ICT 教育環境は表 6-1 のように整備された．1996 年から全新入生にノートパソコンを配付し，実習科
目（必修）を設置して情報リテラシー教育を行なってきた．CCS を稼働させるまでに，ネットワークはじ
め十分な情報教育環境を整備している．この時期は，4 章で説明した第 2，3 期に相当する． 
 
表 6-1 ICT 教育環境の整備年表 
年 事項 
1992 年 商学部が新入生にノートパソコン配付 
1994 年 大学がインターネットに接続 
1996 年 全学部の新入生にノートパソコン配付 
必修科目「情報処理入門」の新設→ 少人数での PC 実習 
情報コンセントの設置：900 口 
1997 年 学内向け PC 実習テキストの作成 
1998 年 ノートパソコンでのインターネット実習 
2000 年 事務連絡用にグループウェア導入（Web ベース） 
2001 年 システム開発 
1. CCS（Campus Communication System） 
2. 自学自習システム 





2003 年 年間 27 万件アクセス 
 




上に用意されている（図 6-1 参照）．また，通常の LMS と異なるのは，すべての開講科目に対して授業
ページ（履修者情報を含む）が設置64)されており，教員は開講前のシラバス入力から最後の成績入力
までを授業ページで行なえる． 
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約 27 万ログインであったものの，順調に利用数は増加した．現在では学生の年間アクセス数が 100 万
に近づいているので，学生一人あたりのアクセス数は約 200 回／年になる．これは大学の授業日数
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図 6-2 CCS のログイン数の推移（年度別） 
 
















                                                        
65 選択肢は 5 択まで設定可能である．2007 年度より正解は択一だけでなく複数選択も可能とした． 
66 シームレスな情報環境を提供するためにシングルサインオン化する動きも多い． 
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図 6-3a 自学自習システムの出題画面（例）67) 
 
 
図 6-3b 自学自習システムの設問登録画面（例） 
                                                        
67 児島（2011a）p.93 より引用． 
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名古屋学院大学では表 6-1 のように情報環境を整備した経緯もあって，CCS のログイン数は実績グ
ラフ（図 6-2）のように順調に伸びていった．その反面，e ラーニングである自学自習システムを自ら積
極的に使おうとする教員はごく僅かであった．履修者名簿や学生への連絡・成績入力という事務的な

























                                                        
68 CCS の自学自習システムを活用した教育方法が実施され，児島（2005a）で PC エンハンストな授業
で効果が確認されていた． 
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表 6-2 カリキュラムと「1000 題」の対応表69) 
 大分野 カリキュラム基本活用科目 分野/設問数 
1 マクロ経済 ◎マクロ経済学入門，マクロ経済学 6 分野/180 問 
2 ミクロ経済 ◎ミクロ経済学入門，ミクロ経済学 6 分野/180 問 
3 財政 〇財政学入門，財政学 3 分野/60 問 
4 金融 〇金融論入門，金融論 3 分野/60 問 
5 歴史と経済史 〇経済史入門，経済史 3 分野/60 問 
6 グローバル経済 〇国際経済学入門，国際経済学 3 分野/60 問 
7 データの処理 〇統計学入門，統計学，OA 実習 3 分野/140 問 
8 日本経済の仕組み 〇日本経済入門，日本経済論 6 分野/180 問 
9 法と政治制度 〇憲法１，〇民法１，政治学，商法 4 分野/120 問 





















                                                        
69 児島ほか（2006）p.12 より引用． 










上記のような学部としての組織的な e ラーニングへの取り組みは，ユーザの ICT 機器の利用機会を
増大させた．全学生のアクセス習慣を確立し，情報リテラシー向上に寄与した．とりわけ，学生用ノート









                                                        
70 データは児島ほか（2006）p.13 より引用．出題問題数と利用した学部学生数はともに延べ人数で，







































図 6-5 正答率のソート画面71) 
 
学習履歴は Web 上の履修者名簿からチェックできるので，これらのデータから学生一人ひとりの学





                                                        
71 図は児島ほか（2006）p.13 より引用．出題時において選択肢の順序はランダムとなるが，設問正答
率一覧画面では，便宜上，正答を 1 として表示させている． 
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表 6-3 期末試験結果と学習要因の相関係数73) 
 出席 宿題 自学自習 
2003 年度 0.35 0.47 0.74 
2004 年度 0.44 0.44 0.77 
2005 年度 0.43 0.49 0.70 
 
加えて，この取り組みによる効果は成績分布の変化として確認できた．図 6-7 のように，1 年次必修
科目で 1998 年度には 2 つの山（二極化）が確認され，翌 1999 年度には左の山が大きくなり（二極化
                                                        
72 児島ほか（2006）p.14 より引用． 
73 データは児島ほか（2006）p.14 より引用．データは 1 年次科目「現代の経済と政策」であり，母集団
N=188（2003 年度），295（2004 年度），282（2005 年度）となっている． 




















が LMS を活用することで，DIY とは比較にならないほどの厖大な学習データが得られ，このデータか
                                                        
74 データは児島ほか（2006）p.15 より引用．データは同じ教員による 1 年次必修科目「マクロ経済学」
であり，母集団 N=104（1998 年度），107（1999 年度），72（2005 年度）となっている． 













よって，どれほどの違いが生じるかを 2 種類のデータで示す． 




に活用するといった，いわゆる DIY 的 e ラーニングが続いている． 
経済学部と既存 2 学部の 2 グループに分けて，学習データの比較を行った．経済学部生の総数は
約 2,000 名であり，既存の文系 2 学部の学生数は 2,300 名ほどなので，人数的には大きな差がない．
2010 年度の学習量のレベルを時系列グラフで表示した．2 つのグラフとも，学習量を Level0 から 6（以





                                                        
75 CCS では 7 つの学習段階ごとにキャラクタを用意している．学習すれば進化するので，これを学生
の学習意欲の維持に利用している．また，CCS の教員画面では，自学自習システムの学生達成度を
学部別に一覧できるようなグラフが示されている．（図 6-12 の上，「学習状況」を参照） 
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図 6-8 経済学部生の達成レベル状況（月別） 
 
図 6-9 他学部生の達成レベル状況（月別） 
 
まず，図 6-8 は経済学部の学生分布である．年度の初め（4 月）は新入生が含まれているので，左端
の L0 は全学生の 25％ほどを構成する．授業が進行するにつれて，自学自習システムを全く利用して
いない L0 の割合は減り，L6 が増えてゆくことが分かる．そして，春学期が終了する 8 月には L0 はわ
ずかになり，L6 は約 3 割に達する．同様の傾向は秋学期でも確認され，最終的に L6 は 40％を越える．
他方，L0 の学生が学部全体の 1.4％しかいなくなる．これは学部全体で自学自習システムを活用した
ひとつの証左であるといえよう． 
次に，既存の文系 2 学部である．図 6-9 のように時間の経過とともに変化は見られるが，明らかに経
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済学部に比べてスピードは緩やかである．学部全体の授業の中で，数科目の授業でしか活用されな









学生数が減少する．図 6-10 から，経済学部と既存 2 学部では明らかに形状が違うことが窺える． 
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76 LMS の中には最新機能を搭載し，多彩なツールを目指しているものも散見される．これは，初心者
ユーザにとって機能を複雑にしているだけであり，利用率の向上には繋がらない． 




図 6-11 CCS の自学自習トップメニュー画面（学生用） 
 
第 4 に学習成果の共有である．教員ユーザに対して，LMS の利用価値や e ラーニングの効果が共
有されなければならない．CCS ではシラバス入力から成績登録までの通常業務にも利用するので，全
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図 6-12 CCS の自学自習トップメニュー画面（教員用） 
 
さらに LMS に望まれるのは，経営サイド向けに LMS のログイン数や学習総量などを常にチェックで
きるようにすべきである．数値として可視化できている指標なので，大学の CIO はこのようなデータの
推移に注意を払うべきであろう． 
最後に，今後の LMS のあり方について言及する．将来的に LMS は一授業のプロセスだけを網羅
するのでなく，全教育課程における学修支援機能を持たせることが求められる．すなわち，授業だけ
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第７章 実践的 ICT 活用へ向けた方策 
 
















ータとして整理すれば，1 年生では 3 割程度の学生が達成している．在籍期間が長くなれば，当然の
ことながら累積正解数は増えるはずである．すなわち，学年が進行すれば達成割合が多くなると予想
される．2 年生は学年全体の 66.5％となり，3 人に 2 人が達成したことを表している．ところが 3 年生は
2 年生よりもわずかに少なく，4 年生にいたっては約40％に留まっている．本来ならば，1 年生から上級
生に向かうほど累積正解数は多くなるので，達成者割合が増えていかなくてはならない．このデータ
は，e ラーニングの組織的取り組みが数年に渡って学生へ浸透していったことを示している．すなわち，
4 年生以上で達成者が少ないのは，彼（女）らが 1 年生の時に「経済学基礎知識 1000 題」のプロジェ
クトが開始されたばかりで，取り組みが十分に行き届いていなかったように推察される．2 年生が 3・4 年
生よりも多いということは，取り組みを 2 年以上継続したことで，ようやく学年全体に行き渡ってきたこと
を表している．つまり，4 年制大学で e ラーニングの取り組みは 3 年間以上継続して，ようやく全体への
                                                        
77 1,440 問を基準とした理由は，1 問正答するために 1 分が必要と仮定すると 1 日分に相当するため
である． 
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効果が現れることを意味している． 
 
表 7-1  経済学部の学年別状況78) 
学年 達成者数(a) 在籍者数(b) (a)/(b) 
1 年生 155 511 30.3% 
2 年生 330 496 66.5% 
3 年生 298 472 63.1% 
4 年生 156 388 40.2% 
5 年生以上 16 75 21.3% 
合計 955 1,942 49.2% 







されている．もうひとつの条件(2)では，2009 年度の 1 年間で自学自習システムの設問を更新・アップし






のいずれかで必ず自学自習システムという e ラーニングを使った科目を受講することになる． 
まず，(1)のステップを Rogers（1962）の理論で考えてみる．Rogers は，個人がイノベーションを取り





                                                        
78 児島（2011b）p.98 より引用． 













くてはならない．自学自習システムの事例では，利用した専任スタッフが 13 名で全教員の 30％を超え
ており（13/32＝40.6％），アーリーマジョリティの一部まで取り込んでいる． 
以上のように e ラーニングが組織内で成功できるかについて，(1)全教員の理解，と(2)16％以上の




図 7-1 イノベーションの普及とキャズム79) 
 
 
                                                        
79 Moore（2002）より引用，修正． 
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7.2 LMS 活用を発展させた戦略：多様性とクラスタ 
 
Web2.0 的ビジネスの特徴を論ずる際に，ロングテールの考え方が利用されることがある．これはべ
き乗（Power）則の一種である Zipf の法則（ジップ分布）であり，以下のような式で表現される． 
 
f (x) =cx-a 
 
ここで，c は定数，a はべき乗分布の指数である．ある量 x が観測される確率はその大きさのべき乗
に比例する．この式をグラフにすると裾の長い反比例のような形状となる．以下のグラフは，極めて多
種類の商品を売れた順に整理した例示であり，縦軸は売上個数を，横軸は商品項目を表している．
図 7-2 には売上げ順の 50 位までしか表示されていないが，商品数が多くなると横軸は右方へ伸びて
ゆく． 
 























表 7-2 全学生の学習状況81) 
学生数 4,935  
平均正答数 1520.02
最多正答数 87,452  
平均制覇ターム数 37.38
最多制覇ターム数 7,458  
（2010 年 2 月，現在） 
 
学生分布は図 7-3 となり，典型的なべき乗分布に似た形状を示した．グラフの横軸に表示しきれな




ンデーション機能を用いて小さな部位に注目させることができる．Web2.0 時代における e ラーニングの
                                                        
80 自学自習システムには回答時間のデータも記録されている．しかし，このデータは途中で作業を中
断しても計測されるので，大きな歪みが生じる恐れがあり正答数のデータを用いた． 
81 児島（2011b）p.96 より引用． 















                                                        
82 児島（2011b）p.97 より引用． 
83 経済学ならば，地域経済に関する内容がある．その他，言語文化では方言，民族，地域文化，歴
史などがある． 





























                                                        
84 参加を促す仕組みにはイベントがある．例えば，CCC-TIESで実施した「全国大学対抗タイピングコ
ンテスト」がその一例であろう． 



















以上は，LMS の発展期における戦略であり，Web2.0 の特性を活かしたものである． 
 
 
7.3 e ラーニングのエコシステム 
 




                                                        

































の LMS を活用する e ラーニングならばさほど問題にならないが，レポートや論文作成プロセスにおい
てはこのようなスキルは重要な要素になる．大学で e ラーニングを実施する場合，上記の 3 点（ネットワ





























利用者数のピークは 2008 年 7 月の 700 名超であるが，変化の兆候は 2010 年頃に現れはじめてい
る．この頃から利用者が減少し，2011 年になると 7 月でもピーク時の 21％に過ぎない．第 6 章で述べ
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87 アクセスログにはスマートフォンを識別するデータがないので，あくまでも推測である． 




























                                                        
88 現在，反転授業（flipped classroom）が大いに期待されている．これは，自宅で Web でのビデオ講
義を受け，知識を習得し，教室では学んだ内容をもとに議論，発展的な課題に取り組むという形式で
ある． 
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7.4 大学でのエンロールマネジメント 
 
前節のように e ラーニングのエコシステムでは大きな変化が生まれつつある．5 つの要素の均斉的な
成長が新たな e ラーニングへのステップアップを期待させる．いよいよ高等教育機関でも ICT 活用が





A) 教員個人での DIY 的 e ラーニング 









い．けれども，学内共通の LMS で DIY 的な取り組みをつなぎ合わせることが可能になる．LMS を利用
する授業数が増加すると，実数以上の効果を発揮することはこれまでに示した通りである． 
 
B） 学部学科での組織的 e ラーニング 




































                                                        
89 学部として ICT での教育環境や教材が十分に備わったならば，ディプロマポリシーにそった到達度
テストが可能である． 






1. 情報社会が到来し，ICT は身近なツールとなっている． 
2. 企業ではユーザの意見を取り入れて業務プロセスの改善につなげている． 
3. 財サービスの価値を評価するのに価格情報以外のクチコミや投票を利用した例が見られる． 
4. 他方，行政サービスは企業に比べて ICT での改善が遅れている． 
5. 国家の情報政策である e-Japan 戦略などを通じて，電子政府や電子自治体を推進した． 
6. 行政サービスと同じように教育サービスでは十分に ICT 活用が浸透していない． 
7. その背景には，インセンティブの欠如や縦割りの組織体制といった要因がある． 
8. ICT によるプロセスの改善は市場メカニズムが十分に機能しない分野への適用が期待できる． 
9. 教育分野では教育プロセスの透明性を高めることから，教育サービスの改善に応用できる． 
10. しかし，日本の高等教育機関における e ラーニングは，費用対効果から考えた場合，十分な効果
が得られたとは言い難い． 
11. 反面，ユニークで効果的な DIY 的 e ラーニングの取り組みが続いている． 
12. 大学に LMS が導入されても教育現場に広がらない一因には，組織的に活用されない点がある． 







17. 組織構成員の全員の理解と 3 割の推進者による持続で，学部組織に根付くようになる． 
18. 組織的な取り組みから LMS に大量の学習データが蓄積され，データ分析ができる． 
19. 例えば，学習データ（正答数）はべき乗分布に従い，ロングテールが確認される． 
20. Web2.0 的ビジネスの知見を利用すれば，新たな e ラーニングの展開が期待できる． 
21. 一例は，タギングと教材利用データからコンテンツの峻別に役立てる． 
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22. 複数の大学組織が利用する LMS ならば，各大学に存在する 2％のパワーユーザによる活動から
コンテンツを峻別し，さらに強みを持つ教材へ進化させる方策が生まれる． 
23. 近年，e ラーニングを取り巻くエコシステムが大きく変容している． 
24. 次世代通信規格や高度情報携帯端末機器が普及すると環境が変化し，高等教育機関での e ラ
ーニングは次のステージへ移行しやすい． 
25. 携帯情報端末機器で学習者の LMS のアクセシビリティが著しく改善する． 
26. アクセスデータを集約し，教育課程を蓄積することから学生の e ポートフォリオが構成される． 
27. 組織的な取り組みが大学全体に広がると，エンロールマネジメントが可能となる． 





本稿での主張のひとつは，e ラーニング研究は LMS を開発するのでなく，教育現場のソリューション
として e ラーニングがいかに有効な取り組みであるかを評価する研究が重視されるべきであるという点
である．実践的な e ラーニングの効果に関する研究においてアメリカがかなり先行している．例えば，
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は，University of Central Florida（UCF）の Center for Distributed Learning（CDL）がある．UCF ではブ
レンデッド・ラーニングを全学的に推進する組織として CDL を構成し，教員の FD 研修を通じて，従来
の授業を Web で行えるようにしている．インストラクショナルデザインに基づいて，組織的に FD を実践





Sloan Consortium の５つの視点を参考にしながら論ずると良いと思われる． 
 
1. 教育効果（Learning Effectiveness） 
2. 教員の満足感（Faculty Satisfaction） 
3. 学生の満足感（Student Satisfaction） 
4. アクセス（Access） 





















内田幸夫，小川正史，「公共事業事後評価の IT ソリューション」，Review of Economics and 
Information Studies，Vol.6，No.1･2，pp.43-51，2005 
梅田望夫，『ウェブ進化論－本当の大変化はこれから始まる』，ちくま新書，2006 









情報学会 2007 年春季全国研究発表大会，2007 
大向一輝，「SNS の現在と展望－コミュニケーションツールから情報流通の基盤へ－」，Vol.47，No.9，
『情報処理』，情報処理学会，pp.993-1000，2006 









児島完二，内田幸夫，「ゴミ収集サービスにおける Web サイトの活用」，経営情報学会 2005 年秋季全
 - 101 -
国研究発表大会，2005 
児島完二，内田幸夫，「IT による社会経済システムの最適化に関する考察」，経営情報学会オフィス・
オートメーション学会 2006 年度 合同・全国研究大会，2006 
児島完二，荻原隆，木船久雄，「経済学基礎知識 1000 題による学部教育の標準化と質保証」，『IT 活
用教育方法研究』，Vol.9.No.1，pp.11-pp.15，2006 







レンス 2007 論文集，pp.421-424，2007 
児島完二，「FD 志向の ICT 活用－自学自習システムと学部教育コンテンツの活用－」，NPO 法人日










大学 Discussion Paper，No.83，2009b 
児島完二，「第 3 章 インターネットを利用したｅラーニングの変遷」，中山惠子編著，『経済学周辺の
確率過程と教育』，中京大学経済学部附属経済研究所研究叢書 第 17 輯，勁草書房，2011a 
児島完二，「第 4 章 学習データからみる LMS のあり方」，中山惠子編著，『経済学周辺の確率過程と
教育』，中京大学経済学部附属経済研究所研究叢書 第 17 輯，勁草書房，2011b 
児島完二，三輪冠奈，「クリッカーアプリの開発と試用」，『PC カンファレンス 2012 論文集』，pp.355-358，
 - 102 -
2012 











中嶋航一，「TIES の挑戦：教育の公開と e ラーニングの活用」，『メディア教育研究』，pp.43-54，Vol.2，
No.1，2005 












吉川明夫，「「顧客」をつかむケータイ CRM」，『e リテール・インパクト』，NTT 出版，pp.123-153，2003 
「特集 コンピューティングの 21 年」，『日経バイト』，No.272，pp.26-81，2006 
「仕切り直しの電子申請 利用低迷のシステムを停止」，『日経コンピュータ』，2009 年 3 月 4 日号，
pp.96-100，2009 
 - 103 -
「「ワンストップ行政」や「社会保障カード」が始動 電子行政の加速 3 度目の正直なるか」，『日経ソリュ
ーションビジネス』，2008 年 5 月 15 日号，p.18，2008 
Anderson, C. “The Long Tail: Why the Future of Business is Selling Less of More”, Hyperion Books, 
2006（篠森ゆりこ訳，『ロングテール「売れない商品」を宝の山に変える新戦略』，早川書房，
2006） 
Berners-Lee, T. ‘Information Management: A Proposal’, CERN. 
http://www.w3.org/History/1989/proposal.html, 1989 
Berners-Lee, T., Hendler, J., Lassila, O. ‘The Semantic Web’, Scientific American, May 2001（村井純，
川上博美，大川恵子訳，「自分で推論する未来型ウェブ」，『日経サイエンス』，2001 年 8 月号，
pp.54-65） 
Buchanan, M. “Ubiquity: Why Catastrophes Happen”, Broadway, 2002（水谷淳訳，『歴史は「べき乗則」
で動く』，ハヤカワ文庫） 
Clark, J. and Edwards, O. “Netscape Time: The Making of the Billion-Dollar Start-Up That Took on 
Microsoft”, St Martins, 1999（水野誠一訳，『起業家ジム・クラーク』，日経 BP 社，2000） 
Dziuban, C. Moskal, P. and Hartman, J. ‘Higher education, blended learning, and the generations’, 
pp.85-102, in “Element of quality online education”, Needham, Sloan-C, 2005(ed. J.Bourne and 
J.C.Moore) 
Friedman, T.L. “The World Is Flat: A Brief History of the Twenty-first Century”, Farrar Straus & Giroux, 
2nd editon, 2007（伏見威蕃訳，『フラット化する世界 経済の大転換と人間の未来 増補改訂
版』，日本経済新聞出版社，2008） 
Feigenbaum, L. et al. ‘The Semantic Web in Action’, Scientific American, December 2007（村井純，荻
野達也，加藤文彦訳，「離陸するセマンティックウェブ」，『日経サイエンス』，2008 年 4 月号，
pp.76-85） 
Keller, J.M. “Motivational Design for Learning and Performance”, Springer, 2009（鈴木克明監訳，『授
業意欲をデザインする ARCS モデルによるインストラクショナルデザイン』，北大路書房，2010） 
Kvavik et al. “The ECAR Study of Undergraduate Students and Information Technology”, ECAR, 2006 
Lessig, L. “The Future of Ideas: The Fate of the Commons in a Connected World”, Random House, 
2001（山形浩生訳，『コモンズ』，翔泳社，2002） 
Moore, G.A. “Crossing the Chasm”, Harper Paperbacks; Revised edition, 2002（川又政治訳，『キャズ
ム』，翔泳社，2002） 
 - 104 -
Moore, J.C. “Elements of Quality: The Sloan-C Framework pillar reference manual”, Needham, MA, 
Sloan-C., 2002 
O'Reilly, T. ‘What Is Web 2.0：Design Patterns and Business Models for the Next Generation of 
Software’, 2005/09/30, http://www.oreillynet.com/pub/a/oreilly/tim/news/2005/09/30/what-is- 
Web2.0.html（ティム・オライリー，Web 2.0：次世代ソフトウェアのデザインパターンとビジネスモデ
ル） 
Picciano, A. and Dziuban C. “Blended Learning” The Sloan Consortium, 2007 
Randall, N. “The Soul of the Internet: Net Gods, Netizens and the Wiring of the World”, Thomson 
Learning, 1997（村井純ほか訳，『インターネットヒストリー オープンソース革命の起源』，オライリ
ージャパン，1999） 
Rogers, E. “Diffusion of Innovation”, New York, Free Press, 1962（三藤利雄訳，『イノベーションの普
及』，翔泳社，2007） 
Schumpeter, J.A. “Theorie der wirtschaftlichen Entwicklung”, 1912（中山伊知郎，東畑精一訳，『経済
発展の理論（上）（下）』，岩波文庫，1977） 
Surowiecki, J. “The Wisdom of Crowds: Why the Many Are Smarter Than the Few and How Collective 
Wisdom Shapes Business， Economies， Societies and Nations”, Doubleday, 2004. （小高尚子
訳，『「みんなの意見」は案外正しい』，角川書店，2006） 
Taleb, N. “The Black Swan”, Random House, 2007（望月衛訳，『ブラック・スワン－不確実性とリスクの
本質』，ダイヤモンド社，2009） 
Tapscott, D. and Williams A.D. “Wikinomics: How Mass Collaboration Changes Everything”, Portfolio, 
2006（井口耕二訳，『ウィキノミクス マスコラボレーションによる開発・生産の世界へ』，日経 BP，
2007） 















「学校基本調査-平成 22 年度（確定値） 調査結果の概要（高等教育機関）」，文部科学省， 
http://www.mext.go.jp/b_menu/toukei/chousa01/kihon/kekka/k_detail/__icsFiles/afieldfile/2010/12/
21/1300352_2.pdf 









 - 106 -
初出一覧 
 
第 4 章 インターネットを利用したｅラーニングの変遷 
児島完二，「第３章 インターネットを利用したｅラーニングの変遷」，中山惠子編著，『経済学周
辺の確率過程と教育』，中京大学経済学部附属経済研究所研究叢書 第 17 輯，勁草書房 
5.2 Web での理解度調査と授業改善：事例 1 
児島完二，「受講生の理解度による授業計画の再考－インストラクションのリデザインに向けた
アプローチ－」，『コンピュータ＆エデュケーション』 
5.3 大人数教室での授業参加と授業改善：事例 2 
児島完二，「大規模講義におけるブレンド型授業の展開」，『平成 20 年度情報教育研究集会講
演論文集』 
6.2 組織的 e ラーニングの実践と効果 
児島他，「経済学基礎知識 1000 題による学部教育の標準化と質保証」，『IT 活用教育方法研
究』，Vol.9，No.1 
6.3 同一条件下での活用の差異 
7.1 LMS 活用に向けた戦略：イノベーション理論 
7.2 LMS 活用を発展させた戦略：多様性とクラスタ 
児島完二，「第 4 章 学習データからみる LMS のあり方」，中山惠子編著，『経済学周辺の確率
過程と教育』，中京大学経済学部附属経済研究所研究叢書 第 17 輯，勁草書房 
